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人 文 自 然 論 叢 75‒76
年 動　　　　　　　　向
昭和36（1961）年 「スポーツ振興法」の制定
昭和₃₉（₁₉₆₄）年 東京オリンピック・パラリンピックの開催
平成10（1998）年 「スポーツ振興投票の実施等に関する法律」等の制定（toto）
平成₁₂（₂₀₀₀）年 「スポーツ振興基本計画」の告示
平成₁₃（₂₀₀₁）年 スポーツ振興投票（toto）販売
平成22（2010）年 「スポーツ立国戦略」（文部科学大臣決定）の策定
平成23（2011）年 「スポーツ基本法」の制定
平成₂₄（₂₀₁₂）年 「第１期　スポーツ基本計画」の策定
平成27（2015）年 スポーツ庁の設置
平成₂₉（₂₀₁₇）年 「第２期　スポーツ基本計画」の策定
昭和₃₆年に制定されたスポーツ振興法から、₅₀年が経過してスポーツ基本法が制定され
た。この間、オリンピックにおいては、昭和₅₅年のモスクワオリンピックのボイコットと
本年、平成₃₀年２月の平昌での冬季オリンピックにおける北朝鮮と韓国等の動向が、余り
にも政治的だと感じている。昭和₅₅年、私は、現役の陸上競技選手としてオリンピック最
終選考会に出場したが、選考会での選手仲間の会話は、「どうせボイコットだ、政府が派
遣しないといったら、派遣費用等のお金がなくてはどうにもできない」と話していた。そ
して、今回の北朝鮮と韓国の動向については、北朝鮮の核問題等の棚上げには、多くの日
本国民が不安を感じていると同時に、両国の対応が余りに政治的過ぎると感じている。
国民体育大会は、敗戦国日本をスポーツで元気にしようと第１回国体が昭和₂₁年、京都
を中心に京阪神地区で開催された。そして、都道府県の持ち回りとして、平成９年に第₅₂
回国体が大阪府に巡ってきた。私自身はこの国体業務に関われたことは嬉しく思う。しか
し、「平成９年に国体を開催する必要があるのか、スポーツ振興法は、あくまで振興、で
きればよいというだけだ、義務ではない」、同様に「平成₁₈年度全国高校総体は返上でき
るのか、義務ではない、ルールはあるのか」との行政職員の心ない声が記憶に残っている。
これまでの経験と業務を振り返ると、スポーツが単なる身体運動から、国を動かすス
ポーツビジネス・産業と言われる重要な政策の一つとなり、成長し続けていることと、何
故、スポーツ関係者の悲願であった「スポーツ庁」が創設できたのかを考えあわせると、
平成₁₀年のスポーツ議員連盟による「スポーツ振興投票の実施等に関する法律」等の制定
（toto）が分岐点であると考える。
文部省における toto 制定の動きは、平成８年、９年と徐々に話題になり活発化してい
た。反対論は、教育上の問題で、青少年に与える悪影響についてであった。toto 賛成論
は、予算がなければスポーツ振興も何もできず、予算がなく財政的に困った時は、いつも
スポーツ・文化事業から削減されていくという現実論からであった。確かに、バブルが崩
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壊し不況となった時代やリーマンショック後、また、行財政改革では、企業スポーツの廃
止や企業チーム・クラブの廃部、体育館の閉鎖やスポーツ予算の見直しなど、スポーツ・
文化関係が縮小され予算も削減されている。
スポーツ議員連盟が動かなければ、スポーツ振興投票の法律 toto は成立しなかった。
そして、スポーツ行政は大きく舵をきった。堰を切ったように、スポーツ基本法、スポー
ツ庁の創設へと続き、ナショナルトレーニングセンターの設立、₂₀₁₉年ラグビー WC、
₂₀₂₀年東京オリンピック・パラリンピック、₂₀₂₁年関西ワールドマスターズゲームズ等の
世界でも最高峰のスポーツ大会であるイベントの招致に成功するなど、この₁₀年でスポー
ツ界は激変した。
このような流れの中で、スポーツ基本法に基づき、平成₂₉年３月にスポーツ審議会から
の答申、４月に第２期スポーツ基本計画が発表された。その中には、これまでのスポーツ
参画人口の拡大や国際競技力の向上はもとより、障害者のスポーツや国民医療費の問題を
踏まえ健康で生き生きと健康長寿社会の実現、そして、スポーツを基幹産業の一つとすべ
くスポーツビジネスの成長やスポーツ市場規模の拡大が目標とされるとともに注目されて
いる。今後、スポーツが発展し続けるには、政治とのバランスとスポーツのよき理解者を
多く得ることが必要だと考える。
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